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はじめに 

 

平素より、ニッセイプラス少額短期保険をお引き立ていただき、 

誠にありがとうございます。 

このたび、ディスクロージャー誌「ニッセイプラス少額短期保険 

の現状 2025」を作成しました。 

本誌が当社をご理解いただくうえで、皆さまのお役に立てれば幸いです。 

 

 

会社の概要（2025 年 3 月 31 日現在）       

ニッセイプラス少額短期保険は日本生命グループの一員です。 

名称 ニッセイプラス少額短期保険株式会社 

資本金 1,300,000 千円 

株主 日本生命保険相互会社（100％出資） 

所在地 

〒100-0004 

東京都千代田区大手町一丁目 6 番 1 号 

大手町ビル FINOLAB 内 

登録番号 関東財務局長（少額短期保険）第 105 号 

 

沿革                           

 

２０２１年  ４月  少額短期保険業の準備会社として設立 

２０２２年  ３月 少額短期保険業者登録 

２０２２年  ３月 資本金を 299,995 千円から 1,300,000 千円に増資 

２０２２年  ４月 「ママとこどもの 1000days ほけん」販売開始 

２０２３年  ７月 「停電費用保険」販売開始 

２０２３年 10 月 「スマホ保険」販売開始 

２０２４年  1 月 「医療保険」販売開始 

２０２４年  3 月 「停電費用保険」が「第 10 回少額短期保険大賞」を受賞 

２０２４年  7 月 「精密検査費用保険」案内開始 

２０２４年  7 月 「熱中症・インフルエンザ保険」「傷病手当プラス保険」販売開始 

２０２４年 12 月 「近隣トラブル弁護士保険」販売開始 

２０２５年  ４月 「精密検査費用保険」補償開始 
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１．企業理念・代表メッセージ 

（１）企業理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）代表メッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニッセイプラス少額短期保険株式会社は日本生命グループの一員として、2022 年 4 月に営業を開始いたしました。 

ライフスタイルの変化やデジタル化の進展等を背景に、保険についても、お客様のニーズが多様化しております。 

私たちは、デジタルを駆使した柔軟な商品提供体制を活用し、お客様の多様なニーズに機動的にお応えしていくととも

に、提携先企業様の商品・サービスと組み合わせて、よりスムーズな保険体験を実現してまいります。 

お客様に驚きや感動をお届けするため、保険に新たな価値をプラスしていくことを目指すとともに、安心・安全で豊かな

生活に貢献出来るよう、役職員一同尽力してまいります。 

今後とも、ご支援・ご愛顧を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

ニッセイプラス少額短期保険株式会社 

代表取締役社長 

光本 正 

次代の保険、 

はじまる。 

人生、安心、リスク。 

絶えず変わり続ける時代の中で、 

「保険」ときいて思い浮かべるカタチは、 

いまや、１つだけではないのかもしれない。 

 

いつでも、だれでも、どこでも、 

ひとりひとりの生きかたにマッチした 

保険を選べる時代。 

 

そんな未来を実現するため、 

わたしたちは、保険に新たな価値を 

プラスしていきます。 
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２．事業の概況 

（１）事業の内容 

お客様のライフスタイルの変化やデジタル環境の普及等を背景とした、多様なお客様の保障・補償ニーズに応えるため、

生命保険・損害保険の両領域で多種多様な保険商品を機動的に提供してまいります。 

また、さまざまなパートナー企業の商品・サービスと親和性の高い保険商品を組み合わせることで、パートナー企業の商

品・サービスの付加価値向上に貢献するとともに、お客様ニーズに沿った保険商品をよりシームレスにお届けします。 

2024 年度は、新たに「精密検査費用保険」、「熱中症・インフルエンザ保険」、「傷病手当プラス保険」、「近隣トラブ

ル弁護士保険」と次々と新商品の販売を開始し、幅広いお客様ニーズにお応えする商品を昨年度に引き続き、迅速に

開発、提供しています。 

 

（２）2024 年度業績 

収入保険料は、65,834 千円、経常収益は 65,834 千円となりました。一方、保険金等支払額、責任準備金等

繰入額に事業費を加えた経常費用は 494,189 千円となりました。この結果、経常損失は 428,355 千円、当期純

損失は 320,111 千円となり、2024 年度末の利益剰余金は△1,297,866 千円、純資産額は 1,302,133 千円

となりました。  

 

（３）今後の取組み 

当社は、テクノロジー×アイデアで、多様化するお客様ニーズにデジタルを通じて寄り添い、さまざまなパートナー企業の

商品・サービスと親和性の高い保険商品を組み合わせ、お客様ニーズに沿った保険商品の迅速な開発に取り組みます。 

また、「お客様本位の業務運営方針」に則り、適正な保険募集・保険金支払い、事務・システム業務の安定運営を

実現するとともに、デジタル技術の活用と機動的な導入による新たな保険体験の提供に取り組みます。 

 

＜主要指標＞ 

項目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

経常収益 2,072 千円 12,478 千円 65,834 千円 

経常損失 397,916 千円 386,839 千円 428,355 千円 

当期純損失 297,272 千円 289,708 千円 320,111 千円 

正味収入保険料 2,072 千円 12,430 千円 65,291 千円 

総資産 1,945,529 千円 1,665,128 千円 1,363,552 千円 

純資産額 1,911,953 千円 1,622,244 千円 1,302,133 千円 

保険業法上の純資産額※ 1,912,301 千円 1,622,907 千円 1,304,618 千円 

責任準備金残高 778 千円 2,963 千円 11,611 千円 

資本金 1,300,000 千円 1,300,000 千円 1,300,000 千円 

発行済株式の総数 260 千株 260 千株 260 千株 

ソルベンシー・マージン比率 21,175.3% 21,410.9% 18,144.0% 

配当性向 － － － 

従業員数 17 名 19 名 24 名 

有価証券残高 － － － 

※保険業法上の純資産額とは、保険業法施行規則第 211 条の 8 第 1 項の規定に基づき、貸借対照表の純資産

の部の金額に異常危険準備金および価格変動準備金の額を加えたものをいいます。 
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３．内部統制基本方針 

当社は、「内部統制システムの基本方針」に基づき、業務の適正を確保し、企業統治の強化および質の向上に努め

ています。 

 

■内部統制システムの基本方針 

会社法第３６２条第４項第６号および会社法施行規則第１００条に基づく体制は、以下のとおりとする。

第 １ 条 

当会社の取締役の職務の執行が法令および定款に

適合することを確保するための体制に関する事項 

１ 当会社におけるコンプライアンスを推進するための 

基本的な方針として、「コンプライアンス基本方針」を

定める。 

２ 取締役会における監督機能と執行機能の一体 

性を確保するため、特定の業務分野を担当する取

締役で全事業領域を分担する体制とし、各取締役

は、職務の遂行にあたっては、必要な権限を持つとと

もにその結果に対して責任を負うこととする。取締役

が他の取締役の法令および定款に違反する事実ま

たは違反のおそれのある事実を発見した場合には、

直ちに監査役および取締役会に報告することとする。 

３ 取締役会決議に基づき特定の業務分野を担当 

する取締役は、担当する業務分野全体の法令等

遵守体制を構築し適切な指示を行う責任を負うとと

もに、社内規程に基づき、必要な事項を取締役会

または経営会議に付議ないし報告することとする。 

４ 監査役は、法令および定款の定めに基づき、取締 

役の職務の執行が、法令および定款に適合して正

当に行われているか否かを監査し、適法性を欠く事

実または欠くおそれのある事実を発見したときは、取

締役会に報告し、当該取締役の行為が会社に著し

い損害をおよぼすおそれのある場合は、その行為の

差し止め請求を行うこととする。 

 

第 ２ 条 

当会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存お

よび管理に関する体制に関する事項 

１ 当会社の取締役の職務の執行に係る情報につい 

ては、「情報資産保護に関する基本方針」に基づき、

当会社の全ての取締役および使用人が、経営機密

情報、営業情報等の当会社が保有・管理する全て

の情報資産について、関連する法令および規程を遵

守の上、それらを適切に取扱い保護していくこととす

る。各種情報資産については、「文書管理規程」を

制定し、情報資産の保存年限および保管方法等を

定め、情報資産の保存および管理の徹底を図ること

とする。また取締役および監査役は、取締役会議事

録、経営会議議事録および決裁書を始めとした文

書管理規程によって定められた情報資産を閲覧でき

ることとする。 

２ 当会社の全ての取締役および使用人の情報資 

産保護の徹底を図る観点から、リスク管理・コンプラ

イアンス統括部が情報資産保護に関する企画立

案・管理統括機能の強化を図ることとする。 

 

第 ３ 条 

当会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体

制に関する事項 

１ 当会社が引受けるリスクの種類およびその適切な 

リスク管理についての基本的な方針として、取締役

会にて「リスク選好およびリスク管理の基本方針」を

定める。取締役会は、適切なリスクマネジメントを行

うため、各種リスクの管理に関する方針を定めるととも

に、必要な管理体制を整備することとする。取締役

会は、日常的なリスク管理を経営会議に委任し、経

営会議は、取締役会から委任を受けた事項を、経

営会議の諮問機能を担う下部機関である「リスク管

理・コンプライアンス委員会」に諮問することができるこ

ととする。 

２ 各種リスクとして、以下(ｱ)から(ｵ)のリスクを認識す

 る。 
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（ｱ）保険引受リスク 

「保険引受リスク管理方針」を定め、安定的な保険

金等の支払が可能となる適切な保険料率の設定を

行う。また、適正な契約選択・査定および支払を行

い、適切かつ効果的な予算編成と執行による、厳

格な事業費管理を実施する。 

（ｲ）資産運用リスク 

「資産運用リスク管理方針」を定め、信用リスクを中

心とした管理を行う。 

（ｳ）事務リスク 

「事務リスク管理方針」を定め、事務処理内容の明

確化とその教育の徹底を通じ、誤った事務処理を防

止するとともに、内部牽制体制の構築を通じて、疎

漏、不正等の早期発見、根絶を図る。 

（ｴ）システムリスク 

「システムリスク管理方針」を定め、各種マニュアルの

策定、インフラ整備、使用人への指導・徹底等を通

じ、地震等の天災や、コンピュータの不正使用・ソフ

ト誤作動等の人災に起因する損失の極小化を図る。 

（ｵ）流動性リスク 

「流動性リスク管理方針」を定め、保険の解約等に

より発生し得る資金流出額を想定し、必要となる資

金を確保するため、ポートフォリオに流動性の高い資

産を一定額以上組み入れるとともに、日々の資金

繰りを管理することにより対応する。 

 

第 ４ 条 

当会社の取締役の職務の執行が効率的に行われるこ

とを確保するための体制に関する事項 

１ 当会社の取締役の職務の執行が効率的に行わ 

れることを確保するための体制の基礎として、取締役

会を原則として３か月に１回以上開催するほか、必

要に応じて臨時に開催することとする。取締役会は、

経営の基本方針を定め、法令等に抵触しない範囲

内で、日常全般的な執行方針の確立と業務執行

の全般的統制を、経営会議に委任することとする。

また、当会社の経営方針および経営戦略に関わる

重要事項については、事前に、経営会議において議

論を行い、その審議を経て取締役会にて決定するこ

ととする。取締役の業務執行については、取締役会

規則に基づき、取締役は取締役会に対し３ヶ月に

１回以上、以下に定める事項について報告を行うこ

ととする。 

・販売関係業務執行の経過および結果 

・資産運用関係業務執行の経過および結果 

・保険成績 

・収支・資産状況 

・その他重要な経営執行の経過および結果に関す

る事項 

２ 取締役は、職務の遂行にあたっては、「組織規程」 

および「職務権限規程」の定めるところにより、必要

な権限を持つとともにその結果に対して責任を負うこ

ととする。 

 

第 ５ 条 

当会社の使用人の職務の執行が法令および定款に

適合することを確保するための体制に関する事項 

１ 当会社におけるコンプライアンスを推進するための 

基本的な方針として、「コンプライアンス基本方針」を

定める。コンプライアンス基本方針に基づく当会社に

おけるコンプライアンスを実現するため、全社的にコン

プライアンスを統括する「リスク管理・コンプライアンス

統括部」を設置するとともに、具体的な手引書として

「法令遵守マニュアル」および具体的な実践計画とし

て「コンプライアンス・プログラム」を策定することとする。 

２ 取締役会は法令等遵守に関する事項につき審議 

を尽くし決議を行うとともに、必要に応じてコンプライア

ンスに関わる事項の報告を受けることとする。また、経

営会議の諮問機能を担う下部機関として「リスク管

理・コンプライアンス委員会」を設置し、保険募集管

理を含む法令等遵守体制の全般的統制・管理を

行うこととする。 
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３ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会 

的勢力とは、一切の関係遮断に取り組むこととし、そ

の実現に向けた社内体制の整備として、「反社会的

勢力対応規程」を制定し、一般社団法人日本少

額短期保険協会や警察をはじめとする外部組織と

の連携、暴力団等の反社会的勢力に関わる対策の

協議および社内啓蒙の推進等を行うこととする。また、

「リスク管理・コンプライアンス統括部」を反社会的勢

力対応組織として位置づけ、不当要求等の事案が

発生した際には、速やかにリスク管理・コンプライアン

ス統括部へ報告する体制とする等、反社会的勢力

による被害を防止するための一元的な管理体制を

構築することとする。 

４ 「利益相反管理方針」を定め、お客様の利益を 

不当に害するおそれのある取引を適切に管理するた

めの体制を整備することとする。 

５ 「内部監査基本方針」を定め、内部監査部門とし 

て執行部門から独立した「内部監査室」を置くことと

する。内部監査室は、定期的な内部監査を行い、

内部監査結果については、取締役会および監査役

等への報告ならびにリスク管理・コンプライアンス委員

会への連携を行うこととする。 

６ 法令等遵守の観点より問題が生じた場合（懸念 

を含む）には、公益通報者保護法に基づく通報等

により内部通報を行うことが可能な体制を整備する

こととする。 

７ 監査役は当会社の法令等遵守体制および公益 

通報者保護法に基づく通報等に係る体制の運用に

問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改

善策の策定を求めることができることとする。 

 

第 ６ 条 

当会社およびその親会社から成る企業集団における

業務の適正を確保するための体制に関する事項 

１ 親会社が企業集団における業務の適正を確保す 

るために設ける方針、制度等を法令等に抵触しない

範囲で受け入れるものとする。 

２ 経営状況やコンプライアンス、リスク管理等の状況 

について定期的に親会社の指定する担当部へ報告

を行う。 

３ コンプライアンスおよびリスク管理上、重要な事項 

や異常事象を認識したときは、速やかに親会社の指

定する担当部へ報告する。 

４ 重大な法令・定款違反その他親会社の業務、業 

績またはレピュテーションに影響を与える重要な事項

を認識したときは、速やかに親会社の監査等委員お

よび監査等特命役員へ直接または親会社の指定す

る担当部を介して報告する。 

５ 親会社の監査等委員または監査等委員会の指 

示を受けた監査等特命役員より、取締役・監査役

および使用人に対して報告を求められた際には、適

切に応じなければならない。 

 

第 ７ 条 

当会社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する

体制、当該使用人の当会社の取締役からの独立性

および当会社の監査役の当該使用人に対する指示の

実効性の確保に関する事項 

１ 当会社の監査役の職務を補助すべき使用人に関 

する体制として、「内部監査室」を設置し、当会社の

使用人から監査役の職務を補助すべき使用人（以

下監査役補助者という）を任命することとする。 

２ 監査役補助者の任命・解任・人事異動、人事評 

価および懲戒処分については、監査役の同意を得た

上で行うこととし、取締役からの独立を確保することと

する。 

３ 監査役の監査役補助者に対する指示の実効性 

を確保するため、監査役補助者には必要な知識・

能力を備えた使用人を任命することとし、監査役補

助者は、監査役補助職務に関して専ら監査役の指

示に従うこととする。 
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第 ８ 条 

当会社の監査役への報告に関する体制および当該報

告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いを受けないことを確保するための体制に関する

事項 

１ 当会社の取締役および使用人は、重大な法令・ 

定款違反その他当会社の業務または業績に影響を

与える重要な事項について速やかに監査役に報告

することとし、またコンプライアンス、リスク管理の状況

および内部監査結果等について定期的に監査役に

報告することとする。 

２ 前項に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、 

当会社の取締役および使用人に対して報告を求め

ることができることとする。 

３ 公益通報者保護法に基づく通報等に係る体制を 

適切に運用し、各通報の内容を速やかに監査役に

連絡するとともに、その運用状況を定期的に報告す

ることとする。 

４ 監査役への報告をした者に対し、当該報告をした 

ことを理由として不利な取扱いをしてはならないことと

する。監査役は、当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを受けた事実を知ったときは、取締役に

対してその是正を要請することができることとする。 

第 ９ 条 

当会社の監査役の職務の執行について生ずる費用ま

たは債務の処理に係る方針およびその他監査役の監

査が実効的に行われることを確保するための体制に関

する事項 

１ 監査役がその職務の執行について必要な費用 

（弁護士、公認会計士その他の社外の専門家を

活用するための費用、監査役補助者の監査役補助

職務に関する費用を含む）の請求をしたときは、こ

れを支払うこととする。 

２ 監査役は、取締役会に出席するほか、重要な意 

思決定の経過および業務執行の状況等を把握する

ため、経営会議その他重要な会議に出席し、意見

を述べることができることとする。 

３ 監査役は、主要な決裁書その他業務執行に関す 

る重要な文書を閲覧するとともに、事業の状況、重

要な会社財産の取得・処分および管理ならびに競

業取引等の状況等についても、必要に応じて、取締

役または使用人に対しその説明を求めることができる

こととする。監査役の職務執行上必要があるときは、

会社業務全般を把握するため事業所の調査を行う

ことができることとする。

 

 

４．リスク管理体制 

当社は、お客様のニーズを踏まえた多様な商品を提供しつつ、お客様への保障・補償責任を全うするために、健全な

経営と効率性・収益性の確保に努めています。具体的には、主なリスクである保険引受リスク、資産運用リスク、事務リ

スク、システムリスク、流動性リスクのそれぞれに対して具体的なリスク対応方針を策定し、これらのリスクを適切に管理し

ております。 

加えて、リスク管理・コンプライアンス委員会を設置し、経営トップレベルでの会社全体のリスクの状況に関わる認識の

共有化、およびリスク管理に関する重要な事項の協議を通じ、各種リスクの統制・管理を行っております。 

また、当社は、保険引受リスクの分散を目的として、当社が定める方針に基づき、再保険により保険責任の一定割

合を移転しています。出再先につきましては、財務状況や保険債務の履行見込み等を勘案し、Swiss Re Asia Pte. 

Ltd.を選定しております。同再保険に付すことにより、巨大災害と想定される巨大台風による風災の際にも、当社が自

ら負担する支払責任額を、資本金に比較して十分に低い額にコントロールしています。 
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５．資産運用方針 

少額短期保険業者の資産運用については、保険業法において内閣府令で定める銀行等への預金や国債等に準ず

る有価証券等以外への投資を行えないこととなっており、当社では、財務の健全性の観点を踏まえ、預金に限定した運

用を行うこととしております。 

 

６．お客様本位の業務運営方針 

当社はお客様の生活の安定と向上に寄与するべく努めるともに、お客様本位の業務運営をより一層推進するため、

「お客様本位の業務運営方針」を定めております。 

今後も、お客様の声を大切にするなかで、業務運営の状況について定期的に検証・見直しを行い、当社の全業務分

野において、お客様本位の業務運営の更なる推進に努めてまいります。 

 

■お客様本位の業務運営方針 

当社は、長期的な視野に立ち、常にお客様本位で考え抜き、お客様に誠実かつ真摯に向き合っていくため、以下

の方針を定めます。 

1．（お客様本位の業務運営）  

当社は、お客様が真に求める少額短期保険商

品・サービスを提供し、お客様に対する保障・補償責

任を全うし続けるため、あらゆる業務運営においてお

客様本位で行動するよう努めてまいります。 

 

2．（少額短期保険商品・サービスの開発）  

当社は、社会の要請やお客様のニーズを的確に把

握し、お客様が真に求める少額短期保険商品・サ

ービスの開発に努めてまいります。 

 

3．（重要な情報のわかりやすい提供） 

当社は、お客様がニーズに合致した保険商品を適

切に選択いただけるよう、商品内容やリスク内容等

の重要な情報について、わかりやすく丁寧に提供して

まいります。 

4．（お客様の声を経営に活かす取組） 

当社は、お客様のご要望に、誠実かつ迅速にお応

えするとともに、お客様の声を大切にし、学び、業務

運営の改善に努めてまいります。 

 

5．（利益相反の適切な管理） 

当社は、お客様の利益を不当に害するおそれのあ

る取引を適切に把握・管理するための体制を整備し、

維持・改善に努めてまいります。  

 

6.（方針の浸透に向けた取組） 

当社は、当社職員があらゆる業務運営においてお

客様本位で行動していくための研修体系等の整備

および当方針の浸透に向けた取組を進めてまいりま

す。 

 

■2024 年度取組結果 

お客様本位の業務運営の浸透に向けて、各方針に対応する取組を進めてまいりました。 

詳細は、当社ホームページ「お客様本位の業務運営に係る方針」をご覧ください。 

URL：https://www.nissay-plus.co.jp/customer-first/ 

 

 

 

https://www.nissay-plus.co.jp/customer-first/
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７．勧誘方針 

当社は、日本生命グループの一員として、各種法令や社会のルールなどを遵守しつつ、質の高い商品・サービスのご

提供を通じ、お客様に最適な保険商品をお届けするために、次の方針に基づき適切な勧誘を行います。 

 

■勧誘方針

１．法令等の遵守 

お客様、社会の信頼にお応えできるよう、全役職員

が各種法令、会社の方針、規程、手続き等を遵守し、

適切な勧誘活動を行います。 

 

２．お客様のニーズにもとづく最適な商品提案 

当社は、お客様の商品に関する知識、経験、購入

の目的等を総合的に勘案し、お客様に適切な商品を

ご選択いただけるよう、お客様のご意向と実情に適合

した勧誘を行います。 

「契約概要」・「注意喚起情報」等を活用し、保険

商品の内容や仕組みについてお客様に十分ご理解い

ただけるよう努めます。 

 

３．適切な勧誘 

お客様への電話や訪問等を行う際には、お客様の

立場にたって時間・場所等に十分配慮してまいります。 

保険金を不正に取得されることを防止する観点から、

適正に保険金額を定めるなど、適切な勧誘に努めます。 

暴力団等の市民社会の秩序や安全に脅威を与える

反社会的勢力とは関係を持たず、反社会的勢力に接

した場合には、毅然とした態度で対応してまいります。 

 

4．教育・研修 

全役員・職員に対し、法令遵守研修等を通し教育、

管理、指導を行い、適切な勧誘活動が確保されるよう

努めてまいります。 

 

5．お客様情報の適正な取扱い 

お客様情報について、適正な管理・利用と保護に努

めてまいります。 

 

 

 

 

 

８．コンプライアンス体制 

当社は、コンプライアンス（法令等遵守）とは、狭義の法令にとどまらず、あらゆる社会規範を遵守すること、そして、

お客様・社会の信頼に応え、誠実に仕事をしていくことだと考えています。 

そのような考えのもと、法令等遵守に向けた基本方針として、「コンプライアンス基本方針」を定め、各役職員が確実に

実践できるようにするために、コンプライアンスを実現するための具体的な手引書として「法令遵守マニュアル」を、具体的

な実践計画として「コンプライアンス・プログラム」を作成し、その内容を各役職員に対して周知徹底しています。コンプライ

アンス・プログラムは年次単位で計画策定、実行、評価、改善を行うことでより実効性を伴った運用を行っております。 

また、当社では内部通報制度を整備しており、社内通報窓口、日本生命グループ共通窓口、委託先法律事務所

内の社外通報窓口を設置し、通報や相談を受け付ける体制を整備しております。 
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■コンプライアンス基本方針 

第 １ 条 （目 的） 

この基本方針は、コンプライアンスに関する基本的な

考え方および体制等を定めるものである。 

 

第 ２ 条 （定 義） 

 「コンプライアンス」とは、狭義の法令にとどまらず、あら

ゆる社会規範を遵守すること、そしてお客様・社会の

信頼に応え、誠実に仕事をしていくことをいう。 

 

第 ３ 条 （基本的な考え方） 

 当社は、全役職員がコンプライアンスの担い手であり、

コンプライアンスが業務遂行の前提であるという基本理

念のもと、この基本方針に則り、コンプライアンスの推進

に取り組むものとする。 

 

第 ４ 条 （コンプライアンス推進体制） 

当社は、次の各号に掲げる事項を実施するほか、こ

の基本方針に基づくコンプライアンスを推進するために

必要な方針・規程の策定、組織体制の整備、評価・

改善活動等のコンプライアンス体制を整備する。 

１ 全社的にコンプライアンスを統括する部をリスク管

理・コンプライアンス統括部とし、全社に対して法令

等遵守意識の向上と法令等遵守取組に関わるモ

ニタリング・指導・支援を行う。 

２ 経営会議の諮問機関として「リスク管理・コンプラ

イアンス委員会」を設置し、コンプライアンス課題に

関する対応策の審議、取組状況のモニタリング等を

通じ、保険募集管理を含む法令等遵守体制の全

般的統制・管理を行う。 

３ 取締役会および経営会議は、リスク管理・コンプラ

イアンス委員会における前号に基づくモニタリング等

の状況について定期的な報告を受けるとともに、コン

プライアンスに関わる事項のうち、経営に重大な影

響を与える、または顧客の利益が著しく阻害される

事項については速やかな報告を受け、必要な審議

を行う。 

４ コンプライアンスを実現するための具体的な手引書

として、遵守すべき法令の解説等を記載した「法令

遵守マニュアル」を策定し、また、具体的な実践計

画として、「コンプライアンス・プログラム」を策定する。 

５ お客様の利益の保護に万全を尽くすため、「利益

相反管理方針」を制定し、お客様の利益を不当に

害するおそれのある取引を適切に管理するための体

制を整備する。 

６ 法令等遵守の観点より問題が生じた場合（懸念

を含む）には、公益通報者保護法に基づく通報等

により、リスク管理・コンプライアンス統括部および社

外の弁護士事務所に内部通報を行うことが可能な

体制を整備する。 

７ 前各号に掲げるほか、当社のコンプライアンス全般

に関する取組事項については、「コンプライアンス規

程」に定める。 

 

第 ５ 条 （監査役への報告） 

１ リスク管理・コンプライアンス統括部は、コンプライア

ンスの状況について、定期的に監査役に報告する。 

２ リスク管理・コンプライアンス統括部および各組織

は、コンプライアンスに関する重要な事項を、速やか

に監査役に報告する。 
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９．お客様情報の保護 

当社は個人情報保護の重要性に鑑み、お客さまの個人情報の取扱いに関して、個人情報の保護に関する法

律および関連ガイドライン等に基づいて、個人情報の利用目的や保護管理等を定めた「個人情報保護方針」を

定めています。 

 

■個人情報保護方針 

当社では、お客様から信頼いただける少額短期保険会社を目指すため、個人情報の取扱いに関する方針を定め、

お客様からお預かりしている大切な個人情報の適正な管理・利用と保護に努めています。また、適正な個人情報

保護を実現するため、この方針を継続的に維持・改善してまいります。 

当社の概要はこちら 

 

１．情報の収集 

お客様の個人情報は、各種保険契約のお引受け、

ご継続・維持管理、保険金・給付金等のお支払い、

その他業務上必要な範囲で収集します。 

 

２．収集する情報の種類 

各種保険契約のお引受け、ご継続・維持管理、

保険金・給付金等のお支払い等に必要な個人情

報として主に、お客様の住所・氏名・生年月日の他、

お客様の健康状態、職業について収集させていただ

いております。また、当社が提供する各種商品・サー

ビス等に関連し、業務上必要な範囲でお客様の個

人情報をご提供いただく場合があります。 

 

３．情報の収集方法 

当社では、適法かつ公正な手段によって、お客様

の個人情報を収集いたします。主には、申込書・契

約書・請求書・アンケート等（電磁的方法を含む。）

により収集させていただいております。また、キャンペー

ン等の実施により、インターネット・はがき等で収集さ

せていただく場合があります。 

 

４．利用目的 

お客様の個人情報（「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

（以下、「番号法」といいます）に定める個人番号

を除きます）は、以下の業務に必要な範囲内におい

てのみ利用いたします。 

（１）各種保険契約のお引受け、ご継続・維持管

理、保険金・給付金等のお支払い 

（２）関連会社・提携会社を含む各種商品・サー

ビスのご案内・提供、ご契約の維持管理 

（３）当社の業務に関する情報提供・運営管理、

商品・サービスの充実 

（４）その他保険に関連・付随する業務 

 

【利用目的が法令により限定されている場合】 

保健医療等の「機微（センシティブ）情報」につい

ては、保険業法施行規則に基づき、業務の適切な

運営の確保その他必要と認められる目的に利用目

的が限定されています。 

これらの情報については、限定されている目的以外

では利用いたしません。 

 

※尚、「機微（センシティブ）情報」とは、保険業

法施行規則第 53 条の 10 に定める特別の非公開

情報をいいます。 

 

【団体保険における個人情報の利用目的について】 

団体保険においては、以下の利用目的を追加し

ます。 

 

 当社は、契約者・被保険者等から受領した個人

情報（氏名、性別、生年月日、住所、メールアドレ

https://www.nissay-plus.co.jp/company/
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ス、健康状態、請求時の必要書類に記載される情

報等、個人番号を除く）を各種保険のお引受け・ご

継続・維持管理・保険金・給付金等のお支払い、

健康診断等の受診勧奨、保険金請求勧奨の支援

に関する業務、その他保険に関連・付随する業務、

保険制度の健全な運営のために利用し、また、契約

者、他の引受保険会社、再保険会社および委託

先事業会社等に上記目的の範囲内で提供します。 

 

なお、今後、個人情報に変更等が発生した際に

も、引続き契約者および引受保険会社においてそれ

ぞれ上記に準じ個人情報が取扱われます。 

引受保険会社は、今後変更する場合がありますが、

その場合、個人情報は変更後の引受保険会社に

提供されます。 

 

お客様の個人番号については、番号法に基づき、

以下の事務に必要な範囲内においてのみ利用いた

します。 

（１）保険取引に関する支払調書作成事務  

（２）報酬、料金、契約金および賞金の支払調

書作成事務 

（３）その他法令等に定める個人番号関係事務 

等 

これらの利用目的は、個人情報保護方針をホー

ムページ、ディスクロージャー誌等に掲載することにより

公表いたします。また、書面等によりお客様から直接

お客様の個人情報を収集する場合には、あらかじめ

お客様にこれらの利用目的を明示いたします。 

 

【従業員等の個人情報の利用目的】 

当社は、以下の目的において使用することを前提

に、従業員等の個人情報を収集することがあります。

以下の目的以外に個人情報（「行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律」（以下、番号法といいます）に定める個人

番号を除きます）を使用する場合は、事前に従業

員等本人からの同意を得ることとします。 

 

○当社が従業員等本人から直接収集した個人情報

（個人番号を除きます）は、主に人事・労務、報

酬の計算・決定・支払、研修、解職・退職、その他

の雇用管理・業績管理、適正な業務運営の確保、

会社から従業員等への連絡等に使用します。 

○当社は、上記に加え、人事・労務、研修、解職・退

職、その他の雇用管理・業績管理、適正な業務運

営の確保に使用することを目的に、所属長から従業

員等の個人情報（個人番号を除きます）を収集

することがあります。 

○当社は、従業員等の出向・派遣時等においては、

上記で得た情報を、出向・派遣先での労務管理等

に必要な範囲においてのみ使用することを前提に、

出向・派遣先へ個人データ（個人番号を除く）を

提供することがあります。 

○当社は、従業員等の健康情報（健康診断結果、

病歴、その他健康に関するもの）については、健康

の保持・増進など職員にとって有益と思われる目的

においてのみ使用します。 

○当社は、従業員等の個人番号については、番号法

に基づき、以下の事務に必要な範囲内においての

み使用します。 

①給与・退職金・退職年金に関する法定調書等

作成事務 

②雇用保険届出事務 

③健康保険・厚生年金保険届出事務 

④国民年金の第３号被保険者の届出事務 

⑤報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書作成

事務 

⑥その他法令等に定める個人番号関係事務 

○当社は、従業員等の個人情報について、従業員等

の退社後も本人への返却はせず、その利用目的を

達成した情報については、責任をもって廃棄します。 



経営について 

15 

 

５．情報の管理・安全管理措置                                                                                  

お客様の個人情報を正確かつ最新なものにするた

めに、業務上必要な範囲内で適切な措置を講じま

す。また、お客様の個人情報への不正なアクセスや

漏洩、滅失、き損の防止その他お客様の個人情報

の安全管理のために必要かつ適切と考えられる対策

を講じます。 

 

【安全管理措置について】 

○お客様の個人情報への不正なアクセスや漏洩、滅失、

き損の防止その他お客様の個人情報の安全管理の

ために必要かつ適切と考えられる対策を講じます。 

 

【安全管理のために講じた措置】 

（基本方針の策定） 

○個人データの適正な取扱いの確保のため、「関係法

令・ガイドライン等の遵守」、「お客様申出窓口」等

についての基本方針として、「個人情報保護方針」

を策定しております。 

（個人データの取扱いに係る規律の整備） 

○取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ご

とに、取扱方法等について個人データの取扱規程を

策定しております。 

（組織的安全管理措置） 

○個人データの取扱いに関する責任者を設置するとと

もに、法や取扱規程に違反している事実又は兆候

を把握した場合の責任者への報告連絡体制を整

備・徹底しております。 

○個人データの取扱状況について、定期的に自己点

検を実施するとともに、他部署の者による監査を実

施しております。 

（人的安全管理措置） 

○個人データの取扱いに関する留意事項について、従

業者に定期的な研修を実施しております。 

○個人データについての秘密保持に関する事項を就

業規則に記載しております。 

（物理的安全管理措置） 

○個人データを取り扱う区域において、従業者の入退

室管理を行うとともに、権限を有しない者による個

人データの閲覧を防止する措置を実施しております。 

○個人データを取り扱う機器、電子媒体及び書類等

の盗難又は紛失等を防止するための措置を講じて

おります。 

（技術的安全管理措置） 

○アクセス制御を実施して、担当者及び取り扱う個人

データ等の範囲を限定しております。 

○個人データを取り扱う情報システムを外部からの不

正アクセス又は不正ソフトウェアから保護する仕組み

を導入しております。 

 

６．情報の提供 

当社では、以下の場合を除き、お客様の個人情

報（個人番号を除きます）を第三者に提供いたし

ません。 

（１）あらかじめお客様の同意がある場合 

（２）法令に基づく場合のほか、個人情報の保護

に関する法律（「個人情報保護法」）によ

りお客様の同意を得ないでお客様の個人情

報を第三者に提供することが認められている

場合  

（３）当社の業務遂行上必要な範囲で、お客様

の個人情報を当社の業務の委託先に提供

する場合 

（４）個人情報保護法に従ってお客様の個人情

報の共同利用を行う場合 

（５）その他個人情報保護法に基づきお客様の

同意を得ないでお客様の個人情報を提供す

ることが認められている場合 

 

【共同利用を行う場合の詳細】 

（日本生命グループとの共同利用について） 

当社では、日本生命グループとの間で、お客さまの
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個人データを共同で利用する場合があります。 

 

共同利用の目的 

(1)経営管理、各種リスク管理およびこれらに付帯す

る業務ならびに法令等の遵守 

(2)各種取引の開始・維持管理（保険契約のお引

受け、ご継続・維持管理、保険金・給付金等のお

支払いを含みます。） 

(3)日本生命グループ及び提携会社が提供する各種

商品・サービスのご案内・提供 

(4)日本生命グループの業務に関するお客様への情

報提供・運営管理、商品・サービスの充実 

(5)その他上記に関連・付随する業務 

 

共同利用する個人データ 

氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、勤務先

情報その他申込書等に記載された契約内容および適

合性の確認において収集した情報等、各種商品・サ

ービスのご案内・提供（ご提案を含みます）・ご契約

のお引受け・維持管理に必要な情報、その他上記利

用目的達成のために必要な個人に関する情報 

 

共同利用者の範囲 

当社及び日本生命グループのうち、個人情報保護法

第２７条第５項第３号に基づく対外告知を実施済

みの会社 

※2022 年 4 月 1 日現在の告知済みの会社 

日本生命保険相互会社、ニッセイ・ウェルス生命保険

株式会社、はなさく生命保険株式会社、大樹生命保

険株式会社 

 

個人データの管理責任者 

当該個人データを取り扱う各共同利用者 

➤当社の概要はこちら 

➤日本生命保険相互会社の概要はこちら 

➤ニッセイ・ウェルス生命保険株式会社の概要はこちら 

➤はなさく生命保険株式会社の概要はこちら 

➤大樹生命保険株式会社の概要はこちら 

 

日本少額短期保険協会等との個人データの共同利

用について 

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会、一

般社団法人日本少額短期保険協会加盟の各少額

短期保険会社等との間で、お支払の判断または保険

契約の解除、取消もしくは無効の判断（以下「お支

払い等の判断」といいます。）の参考とすることを目的

として、「支払時情報交換制度」に基づき、各少額短

期保険業者等の保有する保険契約等に関する情報

を共同して利用しております。詳細につきましては日本

少額短期保険協会のホームページをご覧ください。 

■ 一般社団法人 日本少額短期保険協会 

http://www.shougakutanki.jp/general/ 

 

【お客様の同意を得て、第三者に提供する主な場合】 

提携する第三者への個人情報の提供について 

当社は、以下の利用目的達成のために提携する第三

者に顧客のメールアドレス、氏名（漢字・カナ）、生年

月日、出産予定日、郵便番号、電話番号の個人情

報を提供することがあります。 

①各種保険契約のお引き受け・ご継続・維持管理、

保険金・給付金等のお支払い 

②当社のグループ会社・関連会社を含む各種商品・

サービスのご案内・提供、ご契約の維持管理 

③当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・ 

サービスの充実 

④その他保険に関連・付随する業務 

 

再保険会社への個人情報の提供について 

当社は、お引受けする保険契約について、引受リスク

を適切に分散するために再保険を行うことがあり、再保

険会社における当該保険契約の引受け、継続・維持

管理、保険金・給付金等支払いに関する利用のため

https://www.nissay-plus.co.jp/company/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/annai/gaiyo/
https://www.nw-life.co.jp/about/summary.html
https://www.life8739.co.jp/company/outline
https://www.taiju-life.co.jp/corporate/outline/overview.htm
http://www.shougakutanki.jp/general/
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に、再保険の対象となる保険契約の特定に必要な保

険契約者の情報のほか、被保険者氏名、性別、生

年月日、保険金額等の契約内容に関する情報、健

康状態に関する情報等当該業務遂行に必要な個人

情報を再保険会社に提供することがあります。 

また、お客様との間の保険契約については、解約・減

額の手続きが行われた場合や、契約が失効した場合

等には、再保険契約の継続・維持管理のために、上

記の個人情報を再保険会社に提出することがあり、保

険金・給付金等のご請求がある場合は、再保険会社

における当該保険契約の保険金・給付金等支払いに

関する利用のために、上記の個人情報のほか、保険

金受取人氏名、住所、診断書類など当該業務遂行

に必要な個人情報を再保険会社に提供することがあ

ります。 

 

※再保険とは、引受リスクを適切に分散することを目

的として、当社が他の保険会社と締結する保険契約

のことであり、再保険契約を引受ける保険会社を再保

険会社といいます。 

 

被保険者・受取人・指定代理請求人・後継保険契

約者への個人情報の提供について 

当社は、お客様との間の保険契約について、保険契

約の継続・維持管理、保険金・給付金等の支払いを

目的に、契約者の情報のほか、被保険者氏名、性別、

生年月日、保険金額等の契約内容に関する情報を、

契約者を同一とする契約の被保険者・ 受取人（・

死亡時支払金受取人を含む）・指定代理請求人・

後継保険契約者に提供する場合があります。 

 

お客様の個人番号については、個人番号利用事務

実施者への提出、個人番号の取扱いの全部または一

部の委託を行う場合等、番号法で認められた場合を

除き、第三者に提供いたしません。 

 

７．個人関連情報の取得・利用 

当社では、お客様にご案内したメール等のメッセー

ジやビラ等のコンテンツ・当社および当社が提携する

第三者のウェブサイトやアプリの閲覧履歴、お客様の

取引履歴等の情報を取得・分析し、当社が保有す

るお客様の個人情報と結びつけた上で、マーケティン

グやお客様のニーズにあった各種商品・サービスのご

案内・提供（広告等の配信を含む）をさせていただ

く場合がございます。 

 

８．情報の開示・訂正等                                                                                    

お客様からお客様ご自身に関する個人情報の開

示・訂正等の依頼があった場合は、ご本人であること

を確認させていただいたうえで、特別の理由がない限

り速やかに対応いたします。  

 

【開示等請求手続きについて】 

（１）開示の求めに関する手続き 

当社の保有個人データの開示を希望される場合

は、当社の個人情報の取扱いに関する相談窓口ま

でご照会下さい。当社所定の事項へのご回答や本

人確認等の書類をご提出いただいた上で、ご回答い

たします。 

なお、開示請求のお申込みにあたっては、当社所

定の基準に基づき、手数料を徴収することがあります。 

（２）訂正、追加、削除の求めに関する手続き 

当社の保有個人データの訂正、追加、削除を希

望される場合は、当社の個人情報の取扱いに関す

る相談窓口までご照会下さい。 

（３）利用の停止、消去、第三者提供の停止に関

する手続き 

当社の保有個人データの利用の停止、消去、第

三者提供の停止を希望される場合は、当社の個人

情報取扱いに関する相談窓口までご照会下さい。 
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９．関係法令等の遵守 

お客様の個人情報については、個人情報保護法

および番号法その他の関連法令・ガイドラインや一

般社団法人日本少額短期保険協会の「個人情報

保護方針」等の定義、考え方、取扱い等を遵守して

対応いたします。 

 

１０．コンプライアンス・プログラムの策定・改善 

お客様の個人情報の取扱いが適正に行われること

を確保するため、コンプライアンス・プログラムを策定し、

当社の従業者・業務の委託先その他関係者に周知

徹底させるとともに、必要かつ適切な監督を行ってま

いります。また、本指針およびコンプライアンス・プログ

ラムの内容を適宜見直し、改善いたします。 

 

１１．個人情報に関するお客様申出 

お客様からの個人情報の取扱いに関するお申し 

出については、適切かつ迅速に対応いたします。 

お問い合わせフォーム 

お問い合わせはこちら 

※お問い合わせの対応時間は月曜日～金曜日

9：00～17：00 です。（土日祝および年末年始

休業日を除きます。） 

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会

の会員事業者です。同協会では、会員事業者の個

人情報の取扱いに関する苦情・相談を受け付けてお

ります。 

<お問い合わせ先> 

（一社）日本少額短期保険協会 少額短期ほけん

相談室：ホームページアドレス 

少額短期ほけん相談室 - 消費者の皆様へ - 

日本少額短期保険協会 (shougakutanki.jp)

 

１０．反社会的勢力への対応 

当社は、「内部統制システムの基本方針」※において、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、

一切の関係遮断に取り組むこととしています。また、その実現に向けた社内体制の整備として、「反社会的勢力対応規

程」を制定し、一般社団法人日本少額短期保険協会や警察をはじめとする外部組織との連携、暴力団等の反社会

的勢力に関わる対策の協議および社内啓蒙の推進等を行っています。 

また、「リスク管理・コンプライアンス統括部」を反社会的勢力対応組織として位置づけ、不当要求等の事案が発生し

た際には、速やかにリスク管理・コンプライアンス統括部へ報告する体制とする等、反社会的勢力による被害を防止する

ための一元的な管理体制を構築しています。 

※内部統制システムの基本方針については、P6 に記載しています。 

 

 

 

 

 

 

https://faq.nissay-plus.co.jp/hc/ja/requests/new?ticket_form_id=4411914545177
https://www.shougakutanki.jp/general/consumer/consult.html
https://www.shougakutanki.jp/general/consumer/consult.html
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１１．指定紛争解決機関について 

当社は、保険業法に基づく指定紛争解決機関である一般社団法人日本少額短期保険協会と紛争解決等業務

の実施に関する手続実施基本契約を締結しています。同協会では、少額短期保険業に関する一般的な相談のほか、

少額短期保険業者の業務に関する苦情や紛争に対応する窓口として、「少額短期ほけん相談室」を設けています。当

社との間で問題が解決できない場合には、「少額短期ほけん相談室」に解決の申し立てを行うことができます。詳しくは、

日本少額短期保険協会のホームページをご参照ください。（https://www.shougakutanki.jp） 

 

○一般社団法人日本少額短期保険協会 「少額短期ほけん相談室」 

フリーダイヤル 0120-82-1144 

受付時間 平日 9：00～12：00、13：00～17：00（土日・祝日・年末年始を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.shougakutanki.jp/
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１．商品開発に係る基本方針 

当社は、以下の商品開発に係る基本方針のもと商品開発を行っております。 

 

■商品開発に係る基本方針 

第 １ 条 (目 的)  

１ 当方針は、商品開発を行うにあたっての基本的

な考え方を定め、周知徹底を図ることを目的とす

る。 

２ 商品開発に係る管理態勢が保険契約者等の保

護の観点から重要であること、かつ健全性の維持

や適切な業務運営の確保に重大な影響を与え

るとの認識のもと、当方針を制定するものとする。 

 

第 ２ 条 (定 義）  

当方針において「商品」とは、顧客へ販売する商

品であり、「商品開発」とは新規商品の開発はもと

より既存商品の改廃についても含むものとする。 

 

第 ３ 条 (基本的な考え方)  

１ 商品開発にあたっては、当会社の設立の目的お

よびグループ共通価値観に従い、お客様の利便・

利益に資することを最大の目的とし、お客様のニ

ーズを的確に把握した商品・サービスの提供に努

める。 

２ 商品開発にあたっては、関係する法令等を遵守

する。 

３ 商品開発にあたっては、適切な収支状況の把握

とリスクコントロールが行われるよう努める。 

４ 商品開発にあたっては、中期または単年度の経営

計画に従い、適切な個々の商品開発計画を策定

するとともに、商品開発に関連する部において十分

に協議を行い、保険数理に関する事項については

必要に応じ保険計理人から意見を聴取し、商品

開発に向けた適切な商品開発資源の配賦・活用

を図る。 

５ 商品販売開始後、適切なフォローアップを行うととも

に、必要に応じて、商品の改廃・販売方針の変更

を行うことにより、リスクの安定化を図る。 

６ 商品開発にあたっては、適切な人員数の、専門性

を具備した人材を商品開発に係る組織に配置する。 

 

第 ４ 条 (適切な管理態勢の整備) 

商品開発にあたっては、適切な管理態勢の整備を

通じて、募集から給付金等の支払に至るまで、当方

針に沿った業務運営の確保を図る。 

 

第 ５ 条 (経営会議への報告) 

商品開発に関連する部は、商品開発・改廃に係る

経営に重大な影響を与える情報について、経営会議

に報告する。
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２．取扱商品 

 

＜商品の概要＞ 

少子高齢化や女性の社会進出を背景に、妊産婦の方々のサポートは

社会課題となってきています。妊産婦の方々に安心をお届けするため、プ

レママや先輩ママへのヒアリング※を行い、特にママが不安に感じる４つの

リスク（切迫流産・切迫早産、乳腺炎、子どもの入院）を保障する保

険を提供いたします。 

※商品検討にあたり、プレママ・先輩ママ合わせて合計 831 人に当社独自のアンケートを実施しました 

 

＜主な特徴＞ 

➀ "乳腺炎" を保障 

発症率が高く（最大で３人に１人が発症※）、医療保険や健康保険で保障対象外となることが多い、乳腺

炎を保障します。※乳腺炎ケアガイドラインより 

② 妊娠中はいつでも申込み可能 

妊娠週数による加入制限はないため、妊娠中はいつでも申込み可能となっております。（申込みの翌日から保

障が開始します。） 

③ 月額 750 円という低廉な保険料 

プレママや先輩ママへのヒアリングを行い、必要性の高い保障に絞ることで月額 750 円という保険料を実現して

おります。 

④ 申込みから保険金請求まですべてのお手続きがスマホで完結 

 

 

 

上記は商品に関する全ての内容を記載しているものではありません。詳細については、必ず重要事項説明書・約款（母

子特定疾病保障保険）をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ママとこどもの 1000days ほけん 
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＜商品の概要＞ 

近年、気温の上昇や、夏期の猛暑日の日数・大雨の回数が増加傾向にある中、災害等の不測の事態による停

電発生リスクが高まっています。実際に長時間停電を経験された方から、「冷蔵庫に保管していた食料品が使用でき

なくなり代替品を購入することになった」、「停電により急遽、懐中電灯を購入する必要があった」など、停電によって

思わぬ費用が発生したという声が寄せられています。 

このようなお客様ニーズにお応えするため、停電によって発生する費用を補償する保険を提供いたします。 

また、当保険は、一般社団法人日本少額短期保険協会が開催した「第 10 回 少額短期保険の日記念イベン

ト」において、「少額短期保険大賞」※を受賞いたしました。 

※少額短期保険大賞とは 

その年に開発・販売された少額短期保険商品の中から「もっとも少額短期保険らしい」商品を選ぶコンテストです。 

少額短期保険会社の投票により大賞が決定します。 

 

＜主な特徴＞ 

①５時間以上の停電で発生する以下の７つの費用を最大 10,000 円まで補償します。 

 

 

② 申込みから保険金請求まですべてのお手続きがスマホで完結 

 

※ご契約には当社の定める小売電気事業者との電気受給契約が必要です。 

 

上記は商品に関する全ての内容を記載しているものではありません。詳細については、必ず重要事項説明書・約款（停

電諸費用保険）をご参照ください。 

停電費用保険 
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＜商品の概要＞ 

スマートフォン（以下、スマホ）は、日常生活で欠かせない存在です。また、機能進化、円安や部材費の高騰の

影響などから、スマホの端末価格は上昇が続くとともに、トラブル（画面割れや水没による故障など）が起きた際の

修理費用が高額になることも増加しています。 

このような状況を踏まえ、より多くのスマホユーザーに安心をお届けするため、さまざまなスマホのトラブル（破損・水

漏れ・故障・盗難）を補償する保険を提供いたします。 

 

 

＜主な特徴＞ 

➀ シンプルプラン、安心プランの２プランからお客様ご自身にあったプランを選択可能 

 

 

② 月額 200 円からという低廉な保険料 

③ 通信キャリアや端末メーカー、新品/中古に関わらず幅広く補償 

④ ご家族のスマホ、自身の２台目のスマホも補償可能 

⑤ 申込みから保険金請求まですべてのお手続きがスマホで完結 

 

上記は商品に関する全ての内容を記載しているものではありません。詳細については、必ず重要事項説明書・約款（日

常生活支援保険（通信端末修理費用補償特約付帯））をご参照ください。 

 

 

 

 

 

スマホ保険 
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＜商品の概要＞ 

お客様の保険に対するニーズの多様化に伴い、医療保険が複雑化し多様な保険が販売されるなかで、どの保険

に加入するべきか迷うこともあるというお客様の声にお応えするため、ベーシックな保障を、少額短期保険ならではの

低廉な保険料で提供いたします。 

 

 

＜主な特徴＞ 

➀ 家計にやさしく、お手頃な保険料！ ※加入時・更新時の満年齢により変動 

② かんたん告知で申込翌日から保障スタート 

③ 契約期間は１年（自動更新）のため、 お試し・エントリー加入に好適 

④ 申込みから保険金請求まですべてのお手続きがスマホで完結 

⑤ 提携先企業様のご要望に応じて、保障内容や保険金額などのカスタマイズが可能 

     

上記は商品に関する全ての内容を記載しているものではありません。詳細については、必ず重要事項説明書・約款（日

常生活支援保険（傷害疾病入院保障特約付帯））をご参照ください。 

 

※お申込みは特定の提携先企業からご案内された方に限ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療保険 
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＜商品の概要＞ 

近年、猛暑日の年間平均日数の増加に比例して、熱中症患者が増加し、熱中症への備えがより重要となってい

ます。また冬場は、インフルエンザの流行により、学校の休校や学級閉鎖が起こるなど、こちらも毎年感染への備えが

欠かせません。 

こうした状況を踏まえ、季節性の疾病に罹患した際にかかる治療費を保障する保険を提供いたします。 

 

＜主な特徴＞ 

➀ 熱中症・インフルエンザの保障を月々250 円で、年間を通じて保障 

② 熱中症による点滴治療時に 1 万円・入院時に 3 万円の保険金をお支払 

③ インフルエンザによる投薬治療時に最大 3000 円・入院時に最大 3 万円の保険金をお支払い※1 

④ 申込から保険金請求まですべてのお手続きがスマホで完結 

⑤ 熱中症は最短で当日の午前 10 時からの保障開始※2 

※1 加入時の年齢によって支払額 が異なります。 

※2 当日午前 9 時までにお申込みいただいた場合。午前 9 時以降のお申込みの場合、翌日午前 0 時からの保

障となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記は商品に関する全ての内容を記載しているものではありません。詳細については、必ず重要事項説明書・約款（日

常生活支援保険（熱中症・インフルエンザ保障特約付帯））をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

熱中症・インフルエンザ保険 
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＜商品の概要＞ 

傷病手当金は、病気やケガで療養のため労務不能となった場合に対する保障を提供する公的な制度です。 

本商品は、提携先企業に寄せられた派遣スタッフ等の声から、公的な傷病手当金を補完する保険として開発に

至りました。本商品を通じて派遣スタッフ等に安心の選択肢を提供いたします。 

 

＜主な特徴＞ 

➀ 就労不能 1 日目から保障 

② 月々500 円という低廉な保険料 

③ お支払いは健康保険の傷病手当金に連動 

④ 入院でも、自宅療養でも、保険金をお支払い 

 

 

  

 

上記は商品に関する全ての内容を記載しているものではありません。詳細については、必ず重要事項説明書・約款（日

常生活支援保険（傷病欠勤保障特約付帯））をご参照ください。 

 

※お申込みは提携先企業にて就業し、かつ健康保険加入者の方に限ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

傷病手当プラス保険 
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＜商品の概要＞ 

昨今、ライフスタイルの変化や、地域住民、隣人との関係性が希薄化したこと等を背景に近隣トラブル（騒音・ペ

ット・共用部の利用等）は増加傾向にあります。 

このような状況を踏まえ、近隣トラブルに遭遇するリスクに不安を抱えるお客様に対して、より安心した生活を送って

いただくために、近隣トラブルを原因とした法律相談費用・弁護士費用を補償する保険を提供いたします。本商品の

お申し込みは、特定の金融機関にて住宅ローンの新規契約をされた方に限ります。 

 

＜主な特徴＞ 

➀ 騒音・悪臭・ペットトラブル等の近隣トラブルによる法律相談・弁護士利用時に負担した費用を補償 

② いじめ・ストーカー被害等についても補償 

（対象となる近隣トラブル例） 

  

（支払額） 

 

  

上記は商品に関する全ての内容を記載しているものではありません。詳細については、必ず重要事項説明書・約款（近

隣トラブル弁護士保険）をご参照ください。 

 

※別途、マンション管理組合が契約者となる団体保険も提供しています。 

 

 

 

 

 

近隣トラブル弁護士保険 
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＜商品の概要＞ 

近年企業の中長期的な価値向上に向けて、「人的資本経営」の重要性が高まりを見せています。特に従業員の

健康増進への取り組みには注目が集まっており、企業は従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り

組むことが求められています。 

こうしたことを背景に、「企業」の健康人材の安定確保、「従業員」の疾病の早期発見、早期改善を通じた健康

寿命の延伸等を支援するため、精密検査費用を補償する保険を提供いたします。 

 

＜主な特徴＞ 

➀ 従業員が健康診断を受け、さらに精密検査を受診した場合、精密検査費用（自己負担分）を最大

10,000 円補償 

② 支払対象となる健康診断項目は、生活習慣病と関連の深い血圧、脂質、肝臓、血糖、腎臓の 5 項目 

③ 契約者・保険料負担者を「企業等」、被保険者・保険金受取人を「従業員等」とする団体保険  

④ デジタル完結の商品設計を通じ、契約者の事務負荷を最大限軽減 

 

（保険契約の仕組み） 

 

 

上記は商品に関する全ての内容を記載しているものではありません。詳細については、必ず重要事項説明書・約款

（精密検査費用保険）をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

精密検査費用保険（団体保険） 
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１．直近の事業年度における業務の状況 

（１）主要な業務の状況を示す指標等 

① 正味収入保険料 

  （単位：千円） 

区分 2023 年度 2024 年度 

医療保険 7,842 11,204 

費用保険 4,588 54,087 

合計 12,430 65,291 

 

② 元受正味保険料 

  （単位：千円） 

区分 2023 年度 2024 年度 

医療保険 7,842 11,204 

費用保険 4,635 54,624 

合計 12,477 65,829 

 

③ 支払再保険料 

  （単位：千円） 

区分 2023 年度 2024 年度 

医療保険 － － 

費用保険 46 537 

合計 46 537 

 

④ 保険引受利益 

  （単位：千円） 

区分 2023 年度 2024 年度 

医療保険 △220,232 △95,557 

費用保険 △166,606 △332,797 

合計 △386,839 △428,355 

 

⑤ 正味支払保険金 

  （単位：千円） 

区分 2023 年度 2024 年度 

医療保険 3,949 4,947 

費用保険 1,041 15,080 

合計 4,990 20,027 
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⑥ 元受正味保険金 

  （単位：千円） 

区分 2023 年度 2024 年度 

医療保険 3,949 4,947 

費用保険 1,041 15,080 

合計 4,990 20,027 

 

⑦ 回収再保険金 

      該当ありません。 

 

（２）保険契約に関する指標等 

① 契約者配当金の額 

      該当ありません。 

 

② 正味損害率、正味事業費率及び正味合算率 

区分 

2023 年度 2024 年度 

正味損害率 
正味 

事業費率 
正味合算率 正味損害率 

正味 

事業費率 
正味合算率 

医療保険 50.4% 2837.1％ 2887.4％ 44.2% 894.8％ 938.9％ 

費用保険 22.7% 3658.9% 3681.6% 27.9% 662.1% 690.0% 

合計 40.1% 3140.4％ 3180.6％ 30.7% 702.0％ 732.7％ 

※正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料 

※正味事業費率＝正味事業費÷正味収入保険料 

※正味合算率＝正味損害率＋正味事業費率 

※正味事業費＝事業費－再保険手数料 

 

③ 出再控除前の発生損害率、事業費率及び合算率 

区分 

2023 年度 2024 年度 

発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率 

医療保険 67.8% 2946.5％ 3014.3% 54.5% 932.6％ 987.0% 

費用保険 51.9% 5522.7% 5574.6% 43.1% 743.0% 786.1% 

合計 63.3% 3686.0％ 3749.2% 45.2% 777.6％ 822.8% 

※発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷出再控除前の既経過保険料 

※事業費率＝元受事業費÷出再控除前の既経過保険料 

※合算率＝発生損害率＋事業費率 

※出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額 
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※出再控除前の既経過保険料＝収入保険料―出再控除前の未経過保険料積増額 

 

④ 出再を行った再保険会社の数と出再保険料の上位５社の割合 

区分 2023 年度 2024 年度 

出再先保険会社の数 1 社 1 社 

出再保険料の上位５社の割合 100% 100% 

 

⑤ 出再先保険料の格付ごとの割合 

区分 2023 年度 2024 年度 

ＡＡ－ 100% 100% 

合計 100% 100% 

※格付区分は、S＆P 社の格付を使用しています。 

※各年度の格付は 3 月末時点の格付に基づいています。 

 

⑥ 未収再保険金の額 

該当ありません。 

 

（３）経理に関する指標等 

① 支払備金 

  （単位：千円） 

区分 2023 年度 2024 年度 

医療保険 1,283 2,190 

費用保険 536 6,239 

合計 1,819 8,430 

 

② 責任準備金 

  （単位：千円） 

区分 2023 年度 2024 年度 

医療保険 1,246 1,899 

費用保険 1,716 9,711 

合計 2,963 11,611 

 

③ 利益準備金及び任意積立金の区分ごとの残高 

      該当ありません。 
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④ 損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の額の変動 

損害率上昇シナリオ 発生損害率が１％上昇すると仮定いたします。 

計算方法 正味既経過保険料×１％ 

経常損失の増加 
2023 年度 2024 年度 

105 千円 584 千円 

 

（４）資産運用に関する指標等 

① 資産運用の概況 

   （単位：千円） 

区分 
2023 年度 2024 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

現預金 1,467,742 88.1% 1,114,267 81.7% 

金銭信託 － － － － 

有価証券 － － － － 

運用資産計 1,467,742 88.1% 1,114,267 81.7% 

総資産 1,665,128 100.0% 1,363,552 100.0% 

 

② 利息配当収入の額及び運用利回り 

該当ありません。 

 

③ 保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比 

該当ありません。 

 

④ 保有有価証券利回り 

該当ありません。 

 

⑤ 有価証券の種類別の残存期間別残高 

該当ありません。 

 

（５）責任準備金の残高の内訳 

  （単位：千円） 

区分 普通責任準備金 異常危険準備金 契約者配当準備金 合計 

医療保険 1,175 724 － 1,899 

費用保険 7,951 1,760 － 9,711 

合計 9,127 2,484 － 11,611 
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２．計算書類 

当社は、会社法第436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、2024 年度の計算書類及びその附属明細書について、

有限責任監査法人トーマツの監査を受けており、2025 年 5 月 23 日付の監査報告書を受領しております。 

※当誌の財務諸表は、監査対象となった計算書類等の内容をよりご理解いただけるよう、当社の判断に基づき、計

算書類等の記載内容を一部追加・変更するとともに、様式を一部変更して記載しておりますが、この財務諸表その

ものについては監査を受けておりません。 

 

（１）貸借対照表 

  （単位：千円） 

 

2023 年度 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

金額 

2024 年度 

（2025 年 3 月 31 日現在） 

金額 

（資産の部）   

現金及び預貯金 1,467,742 1,114,267 

預貯金 1,467,742 1,114,267 

有形固定資産 2,349 2,984 

その他の有形固定資産 2,349 2,984 

無形固定資産 1,352 1,183 

その他の無形固定資産 1,352 1,183 

その他資産 122,663 153,990 

未収金 88,086 102,675 

未収保険料 20 70 

前払費用 23,740 26,399 

預託金 10,696 24,633 

仮払金 106 178 

その他の資産 15 32 

繰延税金資産 61,020 81,126 

供託金 10,000 10,000 

資産の部合計 1,665,128 1,363,552 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

科目 
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  （単位：千円） 

 2023 年度 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

金額 

2024 年度 

（2025 年 3 月 31 日現在） 

金額 

（負債の部）   

保険契約準備金 4,783 20,042 

支払備金 1,819 8,430 

責任準備金 2,963 11,611 

代理店借 118 94 

再保険借 16 72 

その他負債 37,965 41,209 

未払法人税等 950 950 

未払費用 36,727 39,878 

預り金 147 152 

仮受金 140 229 

負債の部 合計 42,883 61,418 

（純資産の部） 

資本金 

  

1,300,000 1,300,000 

資本剰余金 1,300,000 1,300,000 

資本準備金 1,300,000 1,300,000 

利益剰余金 △977,755 △1,297,866 

その他利益剰余金 △977,755 △1,297,866 

繰越利益剰余金 △977,755 △1,297,866 

株主資本合計 1,622,244 1,302,133 

純資産の部 合計 1,622,244 1,302,133 

負債及び純資産の部合計 1,665,128 1,363,552 

 

【2024 年度貸借対照表に関する注記事項】 

1. 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っています。なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が 20 万

円未満のものについては、3 年間で均等償却を行っております。 

2. 無形固定資産の減価償却は、定額法により行っています。 

3. 消費税等の会計処理は税抜方式によって行っています。なお、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定

める繰延消費税等については、前払費用に計上のうえ 5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、

発生年度に費用処理しております。 

4. 責任準備金は、期末時点において保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来の債

務の履行に備えるため、保険業法施行規則第 211 条の 46 の規定に基づき計算し、積み立てております。 

 

年度 

科目 
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5. グループ通算制度の適用 

当社は、日本生命保険相互会社を通算親会社として、グループ通算制度を適用しております。これにより、法人

税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理は、「グループ通算制度を適用する

場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12

日）に従っております。 

6. 金融商品に関する注記 

（1）  金融商品の状況に関する事項 

少額短期保険業者の資産運用は、預貯金（外貨建てを除く）・国債・地方債等に限定されている上、当社で

は安全性・流動性の確保のため、預貯金による運用を基本方針としています。 

（2）  金融商品の時価等に関する事項 

2025年3月31日（当期末）において当社が保有する主な金融商品（預貯金、未収金ならびに未払費用）

は、いずれも短期間で決済され時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

(3)    金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

上記のとおり、預貯金、未収金ならびに未払費用の時価は帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

7. 有形固定資産の減価償却累計額は 6,656 千円であります。 

8. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する金銭債権の総額は 89,088 千円、金銭債務の総額は 8,521 千円であります。 

9. 税効果会計に関する事項  

（1）繰延税金資金の発生の主な原因別の内訳 

 

（注1） 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資金の繰越期限別の金額 

 

(単位：千円）

1年超

5年以内

税務上の繰越欠損金(＊) -                -                34,118 34,118

評価性引当額 -                -                △ 34,118 △ 34,118

繰延税金資産 -                -                -                -                

1年以内 5年超 合計

(*)税務上の繰越欠損金は、住民税欠損金であり、控除対象通算対象所得調整額及び控除対象個別帰属税額に住民
税率を乗じた額であります。
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（2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7 年法律第 13 号）の成立に伴い、繰延税金資産及び繰延

税負債の計算に適用される法定実効税率を 28.0%から、回収または支払が見込まれる期間が 2026 年 4 月

1 日以降のものについては 28.9％に変更しております。 

この変更により、当期末における繰延税金資産は 1,946 千円増加しております。また、法人税等調整額は

1,946 千円減少しております。 

 

10.支払備金の内訳 

支払備金の内訳は、以下のとおりであります。 

 

11.責任準備金の内訳 

責任準備金の内訳は、以下のとおりであります。 

 

12. 1 株当たり純資産額は、5,008 円 20 銭であります。 

13. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 
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（２）損益計算書 

  （単位：千円） 

 2023 年度 

（2023 年 4 月 1 日～

2024 年 3 月 31 日） 

金額 

2024 年度 

（2024 年 4 月 1 日～

2025 年 3 月 31 日） 

金額 

経常収益 12,478 65,834 

保険料等収入 12,478 65,834 

保険料 12,478 65,834 

経常費用 399,318 494,189 

保険金等支払金 5,038 20,569 

保険金等 4,990 20,027 

解約返戻金等 1 4 

再保険料 46 537 

責任準備金等繰入額 3,894 15,259 

支払備金繰入額 1,709 6,611 

責任準備金繰入額 2,184 8,648 

事業費 390,384 458,359 

営業費及び一般管理費 366,088 425,974 

税金 22,907 30,086 

減価償却費 1,388 2,299 

経常利益（又は経常損失） △386,839 △428,355 

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） △386,839 △428,355 

法人税及び住民税 △83,592 △88,138 

法人税等調整額 △13,538 △20,106 

法人税等合計 △97,130 △108,244 

当期純利益（又は当期純損失） △289,708 △320,111 

 

【2024 年度損益計算書に関する注記事項】 

1.保険料等収入、保険金等支払金の計上方法は、次のとおりです。  

(1)保険料のうち初回保険料は、原則として収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収納し

た金額により計上しております。また、２回目以降保険料は、収納があったもの又は保険料支払期日が到来してい

るものについて、収納金額又は保険契約に基づく金額により計上しております。 

(2)保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて算定された

金額を支払った契約について、当該金額により計上しております。再保険料は、再保険協約に基づき、対象となる

元受商品の保険料の計上時期及び出再割合等に応じて、計上しております。 

 

年度 

科目 
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2. 収益及び費用に関する内訳 

 

 

 

 

 

3. 関係会社との取引による費用の総額は、68,468 千円であります。なお、この他グループ通算制度による法人税及

び地方法人税の還付相当額 89,088 千円を計上しております。 

4. 1 株当たり当期純損失は、1,231 円 19 銭であります。 

5. 関連当事者取引 

(1)親会社及び法人主要株主等 
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(2)兄弟会社等                    

 

6.金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 

 

（３）株主資本等変動計算書 

2023 年度（2023 年 4 月 1 日から 2024 年 3 月 31 日まで）株主資本等変動計算書 

   （単位：千円） 

 株主資本 

 
資本金 

資本剰余金 

 資本準備金 資本剰余金合計 

当期首残高 1,300,000 1,300,000 1,300,000 

当期変動額    

当期純損失（△）    

当期変動額合計    

当期末残高 1,300,000 1,300,000 1,300,000 

    （単位：千円） 

 株主資本 

純資産合計 
 利益剰余金 

株主資本合計  その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

 繰越利益剰余金 

当期首残高 △688,046 △688,046 1,911,953 1,911,953 

当期変動額     

当期純損失（△） △289,708 △289,708 △289,708 △289,708 

当期変動額合計 △289,708 △289,708 △289,708 △289,708 

当期末残高 △977,755 △977,755 1,622,244 1,622,244 
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2024 年度（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月 31 日まで）株主資本等変動計算書 

   （単位：千円） 

 株主資本 

 
資本金 

資本剰余金 

 資本準備金 資本剰余金合計 

当期首残高 1,300,000 1,300,000 1,300,000 

当期変動額    

当期純損失（△）    

当期変動額合計    

当期末残高 1,300,000 1,300,000 1,300,000 

    （単位：千円） 

 株主資本 

純資産合計 
 利益剰余金 

株主資本合計  その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

 繰越利益剰余金 

当期首残高 △977,755 △977,755 1,622,244 1,622,244 

当期変動額     

当期純損失（△） △320,111 △320,111 △320,111 △320,111 

当期変動額合計 △320,111 △320,111 △320,111 △320,111 

当期末残高 △1,297,866 △1,297,866 1,302,133 1,302,133 

 

【2024 年度株主資本等変動計算書に関する注記事項】 

1．発行済株式数の種類及び総数に関する事項                                    （単位：株） 

株式の種類 当年度期首株式数 当年度増加株式数 当年度減少株式数 当年度末株式数 

 普通株式 260,000 － － 260,000 

合計 260,000 － － 260,000 

 

2． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

  （単位：千円） 
 

2023 年度 

（2023 年 4 月 1 日～

2024 年 3 月 31 日） 

金額 

2024 年度 

（2024 年 4 月 1 日～

2025 年 3 月 31 日） 

金額 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益（△は損失） △386,839 △428,355 

減価償却費 1,388 2,299 

長期前払費用償却 4,198 6,130 

支払備金の増加額（△は減少） 1,709 6,611 

責任準備金の増加額（△は減少） 2,184 8,648 

その他資産（除く投資活動関連、財務活動

関連）の増減額（△は増加） 
△2,651 △19,762 

代理店借の増加額（△は減少） 96 △24 

再保険借の増加額（△は減少） 16 56 

その他負債（除く投資活動関連、財務活動

関連）の増減額（△は減少） 
5,300 3,243 

小       計 △374,595 △421,152 

法人税等の支払額 △950 △950 

法人税等の還付額 100,754 84,542 

営業活動によるキャッシュ・フロー △274,791 △337,560 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △946 △2,765 

長期前払費用の取得による支出 △8,719 △11,199 

  その他 － △1,950 

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,665 △15,914 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

財務活動によるキャッシュ・フロー － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △284,456 △353,475 

現金及び現金同等物期首残高 1,752,199 1,467,742 

現金及び現金同等物期末残高 1,467,742 1,114,267 

【2024 年度キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項】 

1．資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、随時引き出し可能な預貯金からなっています。 

2.  金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 

年度 

科目 
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３．ソルベンシー・マージン比率 

    （単位：千円） 

   2023 年度 2024 年度 

(Ａ) ソルベンシー・マージン総額 1,622,907 1,304,618 

 ①  純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 1,622,244 1,302,133 

 ②  価格変動準備金 － － 

③  異常危険準備金 662 2,484 

④  一般貸倒引当金 － － 

⑤  その他有価証券評価差額（税効果控除前） 

（99％又は 100％） 
－ － 

⑥  土地の含み損益（85％又は 100％） － － 

⑦  契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） － － 

⑧  将来利益 －  － 

⑨  税効果相当額 － － 

⑩  負債性資本調達手段等 － － 

 告示(第 14 号)第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩(a)） － － 

告示(第 14 号)第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩(b)） －  － 

(Ｂ) リスクの合計額√[Ｒ1
2+Ｒ2

2]+Ｒ3+Ｒ4  15,159 14,380 

 保険リスク相当額 750 8,143 

 Ｒ1 一般保険リスク相当額 750  8,143 

Ｒ4 巨大災害リスク相当額 － － 

Ｒ2 資産運用リスク相当額 14,677 11,143 

 価格変動等リスク相当額 － － 

信用リスク相当額 14,677 11,142 

子会社等リスク相当額 － － 

再保険リスク相当額 0 0 

再保険回収リスク相当額 － － 

Ｒ3 経営管理リスク相当額 462 578 

(Ｃ) ソルベンシー・マージン比率 (Ａ)/｛(1/2)×(Ｂ)｝  21,410.9% 18,144.0% 

 

＜ソルベンシー・マージン比率とは＞ 

・少額短期保険業者は、保険事故発生の際の保険金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の発

生や、少額短期保険業者が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、

十分な支払能力を保持しておく必要があります。 

・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上記の（B））に対する「少額短期保険業者が保有
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している資本金・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額:上記の（A））の割合を示す指標と

して、保険業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」（上記の（C））です。 

・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

①保険引受上の危険（一般保険リスク）: 

保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く） 

②資産運用上の危険（資産運用リスク）: 

保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等 

③経営管理上の危険（経営管理リスク）: 

業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～②および④以外のもの 

④巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）: 

通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険 

・「少額短期保険業者が保有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、少額短期

保険業者の純資産、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。 

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が少額短期保険業者を監督する際に活用する客観的な判断指標の１つで

すが、その数値が 200%以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。 

 

４．時価情報等 

（１）有価証券 

 該当ありません。 

（２）金銭の信託 

        該当ありません。 
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1. 当社の組織（2025 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

２．株主・株式の状況（2025 年 3 月 31 日現在） 

（１）株式数 

 発行可能株式総数 600 千株 

        発行済株式の総数  260 千株 

 

（２）当年度末株主数 

１名 

 

（３）主要な株主の状況 

株主の氏名又は名称 
当社への出資状況 

持株数等 持株比率 

日本生命保険相互会社 260 千株 100％ 

 

 

３．役員の状況（2025 年 3 月 31 日現在） 

氏名 地位及び担当 その他（兼任の状況等） 

光本 正 代表取締役社長 

[経営企画部部長] 

日本生命保険相互会社 理事 兼 グループ事

業管理部審議役 兼 営業企画部審議役 

渡橋 健 取締役副社長 なし 
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伊藤 理 取締役 日本生命保険相互会社 営業企画部部長  

兼 営業勤労部部長 

ニッセイ保険エージェンシー株式会社 取締役 

河村 達哉 取締役 日本生命保険相互会社 グループ事業管理部部

長  

ニッセイアセットマネジメント株式会社 取締役 

ニッセイ情報テクノロジー株式会社 取締役 

ニッセイ・ウェルス生命保険株式会社 取締役 

はなさく生命保険株式会社 取締役 

須田 貴宏 監査役 なし 

小田 大輔 監査役 

（社外役員） 

森・濱田松本法律事務所外国法共同事業  

パートナー弁護士 

クボテック株式会社 監査役 

壽藤 里絵 監査役 

（社外役員） 

税理士法人山田＆パートナーズ 

パートナー税理士 

宮崎 まゆ子 監査役 日本生命保険相互会社 監査等特命役員  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニッセイプラス少額短期保険株式会社 

〒100-0004 東京都千代田区大手町一丁目 6 番 1 号 

大手町ビル FINOLAB 内 

URL https://www.nissay-plus.co.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


